
 

 

 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 
 

１ 改正の主な内容 

（１） 給料表〔第５条 別表第１・２・３・４・５] 

項 目 内 容 

行政職給料表 

（一）（二)  

医療職給料表 

（一）（二）（三) 

・行(一)の給料表は、初任給及び若年層の給料月額を引上げる。 
・その他の給料表は、行（一）との均衡を考慮した改定を行う。 

・再任用職員については、本年の給料表改定が若年層を対象と 

したものであることから、改定を行わない。 

 

（２）特別給（期末手当・勤勉手当）〔第 21 条〕 

・年間の支給月数を 0.1 月引上げ（現行 4.45 月→4.55 月） 

・引き上げ分は、民間の状況を考慮し、勤勉手当に割振る。 

・３月期の期末手当を廃止し、６月期と 12 月期に均等に配分する。 

【現行】一般職員の場合（再任用職員以外の職員） 

 ６月 12 月 ３月 計 

期末手当 1.05 月 1.10 月 0.25 月 2.40 月 

勤勉手当 1.025 月 1.025 月 ― 2.05 月 

計 2.075 月 2.125 月 0.25 月 4.45 月 

【改正後】   

 
令和４年度 令和５年度以降 

６月 12 月 ３月 計 ６月 12 月 ３月 計 

期末手当 1.05 月 1.10 月 0.25 月 2.40 月 1.2 月 1.2 月 廃止 2.40 月 

勤勉手当 1.025 月 1.125 月 ― 2.15 月 1.075 月 1.075 月 ― 2.15 月 

計 2.075 月 2.225 月 0.25 月 4.55 月 2.275 月 2.275 月 ― 4.55 月 

 

２ 改正理由 

（１）給与等実態調査により、職員の給与が民間従業員の給与を下回っていた較差 896

円（0.24％）を解消するため、給料表を改定する。 

   人材確保の観点、民間企業や国における初任給の動向を踏まえて初任給を引上げ

るとともに、若年層に一定の改善が及ぶよう改定を行う。 

（２）民間の特別給の支給状況を勘案し、年間の支給月数を0.1月引上げ 4.55月とする。 

期末手当は、国や他の地方公共団体、民間企業の大半が支給回数を２回としている

状況を踏まえ、３月期を廃止し、支給月数を６月期及び 12 月期に均等に配分する。 

 

３ 施行予定日 

（１）公布の日。給料表の改定は令和４年４月１日から適用する。 

（２）令和４年度分は公布の日、令和５年度以降分は令和５年４月１日。 

総務財政委員会  

令和 4年 11 月 29 日 

総務部 資料１番 

所管  人 事 課 



 

職員の給与に関する条例（第１条による改正）新旧対照表 

新 旧 

○職員の給与に関する条例 ○職員の給与に関する条例 

昭和 26年 10 月 16 日 昭和 26年 10 月 16 日 

条例第 19号 条例第 19号 

第１条から第 21条の３まで（現行のとおり） 第１条から第 21条の３まで（略） 

  

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第 21 条の４ 第１項（現行のとおり） 第 21 条の４ 第１項（略） 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、

勤務成績に応じて規則で定める支給割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職

員の給与月額に 100 分の 112.5（第９条の２第

１項の規定に基づき指定する職員にあつては、

100 分の 132.5）を乗じて得た額の総額を超え

てはならない。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、

勤務成績に応じて規則で定める支給割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職

員の給与月額に 100 分の 102.5（第９条の２第

１項の規定に基づき指定する職員にあつては、

100 分の 122.5）を乗じて得た額の総額を超え

てはならない。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「100 分の 112.5」とあるのは

「100 分の 55」と、「100 分の 132.5」とあるの

は「100 分の 65」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「100 分の 102.5」とあるのは

「100 分の 50」と、「100 分の 122.5」とあるの

は「100 分の 60」とする。 

第４項から第 23条まで（現行のとおり） 第４項から第 23条まで（略） 

  

別表第１から第５まで（略）(全部改正) 別表第１から第５まで（略）(全部改正) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

職員の給与に関する条例（第２条による改正）新旧対照表 

新 旧 

○職員の給与に関する条例 ○職員の給与に関する条例 

昭和 26年 10 月 16 日 昭和 26年 10 月 16 日 

条例第 19号 

第１条から第 20条まで（現行のとおり） 

 

条例第 19号 

第１条から第 20条まで（略） 

（期末手当） （期末手当） 

第21条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以

下この条から第 21 条の４までにおいてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員（規則で定める職員を除く。）に対して、

それぞれ基準日の属する月の規則で定める日

（次条及び第 21 条の３においてこれらの日を

「支給日」という。）に支給する。これらの基

準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職員

（規則で定める職員を除く。）についても、ま

た同様とする。 

第 21 条 期末手当は、３月１日、６月１日及び

12 月１日（以下この条から第 21条の３までに

おいてこれらの日を「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する職員（規則で定める職員を除

く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の

規則で定める日（次条及び第 21 条の３におい

てこれらの日を「支給日」という。）に支給す

る。これらの基準日前１か月以内に退職し、又

は死亡した職員（規則で定める職員を除く。）

についても、また同様とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に 100 分の

120 を乗じて得た額に、規則で定める支給割合

を乗じて得た額とする。ただし、第９条の２第

１項の規定に基づき指定する職員の期末手当

の額は 100 分 100 を乗じて得た額に、規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、３月に

支給する場合においては 100 分の 25、６月に

支給する場合においては 100 分の 105、12 月に

支給する場合においては100分の110を乗じて

得た額に、規則で定める支給割合を乗じて得た

額とする。ただし、第９条の２第１項の規定に

基づき指定する職員の期末手当の額は、職員の

給与月額に、３月に支給する場合においては 1

00 分の 25、６月に支給する場合においては 10

0 分の 85、12 月に支給する場合においては 10

0 分の 90 を乗じて得た額に、規則で定める支

給割合を乗じて得た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項

の規定の適用については、同項中「100 分の 1

20」とあるのは「100 分の 67.5」と、「100 分

の 100」とあるのは「100 分の 57.5」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項

の規定の適用については、同項中「100 分の 2

5」とあるのは「100 分の 10」と、「100 分の 1

05」とあるのは「100 分の 60」と、「100 分の 1

10」とあるのは「100 分の 65」と、「100 分の 8

5」とあるのは「100 分の 50」と、「100 分の 9

0」とあるのは「100 分の 55」とする。 

第４項から第 21条の３まで（現行のとおり） 第４項から第 21条の３まで（略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第 21 条の４ 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在

職する職員（規則で定める職員を除く。）に対

して、それぞれ基準日の属する月の規則で定め

る日に支給する。これらの基準日前１か月以内

に退職し、又は死亡した職員（規則で定める職

第 21 条の４ 勤勉手当は、６月１日及び 12 月１

日（以下この条においてこれらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職する職員（規則で定

める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日

の属する月の規則で定める日に支給する。これ



 

新 旧 

員を除く。）についても、また同様とする。 らの基準日前１か月以内に退職し、又は死亡し

た職員（規則で定める職員を除く。）について

も、また同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、

勤務成績に応じて規則で定める支給割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職

員の給与月額に 100 分の 107.5（第９条の２第

１項の規定に基づき指定する職員にあつては、

100 分の 127.5）を乗じて得た額の総額を超え

てはならない。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、

勤務成績に応じて規則で定める支給割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職

員の給与月額に 100 分の 112.5（第９条の２第

１項の規定に基づき指定する職員にあつては、

100 分の 132.5）を乗じて得た額の総額を超え

てはならない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項

の規定の適用については、同項中「100 分の 1

07.5」とあるのは「100 分の 52.5」と、「100

分の 127.5」とあるのは「100 分の 62.5」とす

る。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項

の規定の適用については、同項中「100 分の 1

12.5」とあるのは「100 分の 55」と、「100 分

の 132.5」とあるのは「100 分の 65」とする。 

第４項 （略） 第４項 （略） 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手

当の支給について準用する。この場合におい

て、第 21 条の２中「前条第１項」とあるのは

「第 21 条の４第１項」と、同条第１号中「支

給日」とあるのは「支給日（第 21 条の４第１

項に規定する規則で定める日をいう。以下この

条及び次条において同じ。）」と読み替えるもの

とする。 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手

当の支給について準用する。この場合におい

て、第 21 条の２中「前条第１項」とあるのは

「第 21 条の４第１項」と、同条第１号中「基

準日から」とあるのは「基準日（第 21 条の４

第１項に規定する基準日をいう。以下この条及

び次条において同じ。）から」と、「支給日」と

あるのは「支給日（同項に規定する規則で定め

る日をいう。以下この条及び次条において同

じ。）」と読み替えるものとする。 

  

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、

第２条の規定は、令和５年４月１日から施行す

る。 

２ 第１条の規定（第 21 条の４第２項及び第３

項の改正規定を除く。）による改正後の職員の

給与に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）の規定は、令和４年４月１日から適用す

る。 

（給与の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合におい

ては、第１条の規定による改正前の職員の給与

に関する条例の規定に基づいて支給された給

与は、改正後の条例の規定による給与の内払と

みなす。 

 



 

新 旧 

（委任） 

４ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、特別区人事委員会が定め

る。 

 

 


